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館山市元気な広場指定管理者管理運営業務仕様書 

 館山市元気な広場（以下「本施設」という。）の指定管理者が行う業務の内容及びその範

囲等は、この仕様書による。 

 

１ 趣旨 

  本仕様書は、本施設の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めること

を目的とする。 

 

２ 本施設の管理に関する基本的な考え方 

  本施設を管理するにあたり、館山市元気な広場の設置及び管理に関する条例（平成 20

年館山市条例第 23号。以下「条例」という。）のほか、法令、条例、条例に基づく規則又

はその他市長が別に定めるところに従わなければならない。また、公平な利用を確保する

ため、特定の団体や個人に有利又は不利になる管理運営を行わないよう特に留意しなけれ

ばならない。 

 

3 施設の概要 

 (1) 名   称 館山市元気な広場 

 (2) 所 在 地 館山市北条７４０番地の１ 

 (3) 施設規模 鉄骨平家建 

 (4) 延床面積 612.47㎡ 

 (5) 施設内容 子育てサロン、相談カウンター、多目的室、静養室、調乳・授乳室、事

務室、トイレ、物置、庭（南側柵内）、太陽光発電施設 （別図のとおり） 

 

4 開館時間 

午前９時から午後５時まで 

 

5 休館日 

 (1) 土曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

 (3) 12月 29日から翌年の 1月 3日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

  ※ただし、市が管理上必要と認めるときは、臨時に休館日を変更し、若しくは休館日

以外の日に休館し、又は使用時間を変更することができる。 

 

6 指定期間 

  平成 31年 4月 1日から平成 36年 3月 31日まで 
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ただし、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指

定を取り消し、または期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずることがあり、

この場合において、本市が損害をうけたときは、指定管理者にその損害の賠償を求める

ことがある。 

 

7 法令等の遵守 

  本施設の運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる法令・規定等を遵守

しなければならない。 

  なお、本指定期間中にこれらの法令・規定等に改正があった場合は、改正された内容

を仕様とする。 

 (1) 地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

 (2) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号） 

 (3) 館山市元気な広場の設置及び管理に関する条例（平成 20年条例第 23号） 

 (4) 館山市個人情報保護条例（平成 16年条例第 8号） 

 (5) 館山市情報公開条例（平成 16年条例第 1号） 

 (6) 館山市指定管理者の指定手続等に関する条例(平成 18年条例第 42号) 

  (7) 館山市指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則(平成 19年規則第 4号) 

(8) 館山市元気な広場の管理に関する基本協定書 

(9) 消防法（昭和 23年法律第 186号） 

 

8 業務内容 

 (1) 本施設の運営に関する事項 

   本施設の開館時は、常に自由な利用ができるよう開放し、下記事業の実施日にあって

も本施設の利用者の制限を行わないこと。 

    また、「子ども・子育て支援交付金交付要綱 (平成 30 年 8 月 10 日府子本第 769 号・

雇児発 0529第 17号及び 18号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知)」による補

助要件を満たすよう努めること。 

ただし、制度改正等により、運営内容について見直し若しくは新たな要望があった場

合は、実現に向けて対応するよう努めること。対応に伴う費用については、市と指定管

理者でこれを協議して決定するものとする。 

   ① 地域子育て支援拠点事業 

    ア 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 

       親子の遊び場及び親同士の自由な交流の場として、必要に応じ声かけ・助

言・指導を行い、また、公平で安全な利用を確保すること。 

    イ 子育て等に関する相談、援助の実施 

       来館、電話などでの相談指導、元気な広場内での随時相談の回答など行うこ
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と。この際、専門的な対応が必要な場合は、館山市と連携して適切な処置を講

じること。 

    ウ 地域の子育て関連情報の提供 

       地域の子育てに関する情報を収集・把握し、子育て家庭に対し様々な子育て

サービスに関する適切な情報を提供すること。 

    エ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 

       子どもの健やかな育成や子育て家庭を支援するため、館山市が企画し実施す

る子育てに関する様々な教室、講座、講演会、催しなどを定期的（月 1回以上）

に開催できるよう館山市関係各課と協力すること。 

オ 地域支援の取組 

       子育てサークル・子育てボランティアの活動状況の把握に努め、管理施設

の趣旨に反しない範囲で、効果的な活動ができるよう協力、連携しながら世

代間の交流を行う。また、高齢者・地域学生等地域の多様な世代間との連携

を継続的に実施し、地域の実情に応じ、地域に開かれた運営が行われるよう

努めること。 

カ 出張ひろばの実施 

   地域の実情や利用者のニーズにより、公共施設等を活用した出張ひろばを実

施すること。 

   ② ファミリー・サポート・センター事業 

     子どもの預かり等の援助を行いたい者と援助を受けたい者を会員として組織（フ

ァミリー・サポート・センター）し、市民による育児の相互援助活動を支援するた

め、以下に掲げる業務を行うこと。 

ア 会員の募集、登録、会員証の発行その他会員組織の運営 

       イ 会員の相互援助活動の調整 

       依頼会員または両方会員から援助の申込があった場合には、援助の内容や地

域などを考慮して、育児の援助を行う会員との調整を行うものとする。また、

初回の相互援助活動開始前には、育児の援助を必要とする会員と育児の援助を

行う会員との事前打合せに立会い、相互援助活動の内容について十分協議する

ものとする。 

    ウ 会員の相互援助活動についての研修及び指導 

       提供会員または両方会員として入会しようとする者を対象に、相互援助活動

に必要な知識を付与する基礎研修会を必要に応じて開催すること。また、提供

会員及び両方会員を対象に、スキルアップを図るためのフォローアップ研修会

を開催すること。 

    エ 会員間の交流会の開催 

    オ その他ファミリー・サポート・センター事業実施のため必要な業務 
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       経理事務（他の事業及び自主事業と経費を区分して経理すること。）等 

 (2) 施設の管理全般に関する事項 

  ① 管理責任者及び防火管理者を配置し、その者の氏名を報告すること。 

  ② 安全管理に十分に配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、

利用者及び職員の安全確保に努めること。 

  ③ 衛生管理に十分に配慮し、常に快適な利用が出来る状態の保持に努めること。 

なお、静養室及び多目的室では飲食を可能とするため、特に良好な衛生状態で快

適な空間を保つことを心がけること。 

  ④ 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な計画を定め、緊急時の連絡

先等を予め報告するとともに、避難・救出その他必要な訓練を定期的に実施するこ

と。 

  ⑤ 常に清潔な状態の保持に努め、管理上発生した廃棄物については、適正な処理を

するとともに、定期的な清掃等を実施すること。また、利用者には、ごみの持ち帰

りを徹底させること。 

  ⑥ 利用者等からの意見・苦情を受け付け、問題等を解決するための事務マニュアル

を整備し、利用者が快適に利用できるよう運営・管理を行うこと。 

 (3) 本施設の設備維持に関する業務 

  ① 施設の設備に関する保守管理業務を行うこと。 

  ② 施設、設備（排水設備は中央公民館設備との接続部までで、浄化槽本体は含まな

い）、備品等の維持管理に関すること。 

ただし、指定管理者の責めに帰すべき事由により必要となる修繕経費を除き、市

が負担する。 

 (4) 個人情報保護に関すること。 

  ① 本施設の適正な管理運営のため、別記「館山市個人情報取扱特記事項」を遵守す

ること。 

  ② 個人情報保護の体制をとり、職員に周知・徹底を図ること。 

 (5) その他 

  ① 災害、事故等の緊急事態発生時は、直ちに市に報告すること。 

  ② 市は、災害時、市が必要と認めた時は、指定管理者への連絡なしに本施設を使用

できることとする。 

  ③ 指定管理者は本仕様書等により予測される自らのリスクに対応して、適切な範囲

で保険に加入すること。なお、建物に対する火災保険（共済）については、市が加

入する。 

④ 光熱水費等の必要経費の支払いに関すること。 

  ⑤ 文書類の管理に関すること。 

   ア 本施設あての文書類は、指定管理者が用意する収受印を押印し内容ごとに保管
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期間を定め保管すること。 

   イ 市に宛てた文書類又は取扱いに疑義が生じた文書類については、市に回送し、

その指示を受けること。 

  ⑥ 本施設の視察等の対応に関すること。 

   ア 他の地方公共団体の職員等による視察、見学等については、原則として指定管

理者が対応すること。 

  ⑦ 指定期間終了時において、全ての施設等が供用開始時点の状態を維持し、著しい

損傷が無い状態で市に引継げるようにすること。 

⑧ 指定期間終了時において、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務が遂

行できるよう、必要な引継ぎを行うこと。 

 

9 経理管理業務 

 (1) 事業計画書等の作成 

    指定管理者は、毎年度当初に事業計画書を作成し、市に提出すること。また、毎年

９月 1５日までに次年度の事業計画書（案）を作成し、市に提出すること。市は、提出

された事業計画書を精査し、指定管理者との協議の上次年度の委託料の額も含めて、

当該年度の協定を締結する。 

 (2) 事業報告書等の作成 

   会計年度は４月１日から３月３１日までとし、毎年４月末までに前年度の事業の報

告を行うこと。 

 (3) 経理規定 

   指定管理者は経理規定を策定し、経理事務を行うこと。 

 (4) 立入検査について 

   市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行うことがある。 

 

10 自主事業（市からの委託料に含まれない業務） 

指定管理者は、本施設を利用して、本施設の設置目的に適合する範囲において、自らの

企画による自主イベント、自主講座、自主研修等の自主事業を実施することができる。た

だし、自主事業にかかる経費は、民間団体の助成制度・寄付の活用などを含め、全て指定

管理者の負担とし、市からの指定管理委託料を充ててはならない。なお、自主事業の企画

内容については、各年度の事業計画の作成時に市と協議を行い、市の承認を得ること。ま

た、実施に当たり、当該年度の事業計画との変更を生じる場合は市と調整を行い、確認を

得ること。 

 

11 物品の帰属等 

 (1) 指定管理料により購入した物品等は市の所有に帰属するものとする。 
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 (2) 指定管理者は、市の所有に属する物品については、館山市財務規則（昭和 39年規則

第 18 号）に基づき管理を行うものとする。また、指定管理者は同規則に定められた

備品台帳を備えて、その保管にかかる物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について

会計年度終了後、３０日以内に市に報告しなければならない。 

  

12 業務を実施するにあたっての注意事項 

 業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

 (1) 公の施設であることを念頭に置いて、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に

有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

 (2) 市及び各関係機関と連携を図った運営を行うこと。 

 (3) 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、市と協議

すること。 

 (4) 業務を一括して第三者に委託又は請け負わせてはならない。ただし、管理運営の主

たる業務を除く業務を第三者に委託又は請け負わせる場合は、あらかじめ市長の承諾

を得たうえで行うことができる。 

 

13 業務報告 

 (1) 市は、指定管理者に対し、その管理の業務及び経理の状況に関して定期に又は必要

に応じて報告を求めることができる。 

 (2) 業務報告の内容に基づき、指定管理者の業務内容に改善が必要と認める場合は、市

は実地に調査し、又は必要な指示を行うことができる。 

 (3) 市の指示に従わない、又は指示によっても業務に改善が見られないと認めた場合は、

市は指定を取り消すことができる。 

 

14 協議 

 この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生

じた場合は市と協議して決定する。 


